別記第３号様式（第５条関係）
収　支　予　算　書
１　資金調達内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　（単位：千円）
	
	事業に要する経費
	資金調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	補助金
	
	２に記載

	その他
	
	

	合　計
	
	（＝事業に要する全経費）



２　補助金相当額調達方法　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　（単位：千円）
	
	事業に要する経費
	資金調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	合　計
	
	（交付申請額）



【過去３か年における公的補助金等の交付実績及び今年度申請（予定含む）補助金】
	年度
	補助金等の名称
	事業テーマ名
	実施機関
（該当に○）
	補助金額
(千円)
	備考

	
	

	
	国・県・市・NICO・
その他（　　　　）
	
	

	
	

	
	国・県・市・NICO・
その他（　　　　）
	
	

	
	

	
	国・県・市・NICO・
その他（　　　　）
	
	

	
	

	
	国・県・市・NICO・
その他（　　　　）
	
	


・備考欄には、採択予定年月と、助成金申請の優先順位を記入すること。
・申請する事業と同一目的かつ同一経費の事業について、国及び県の他の補助金との併用は認められない。


３　資金支出内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	内容
	経費内訳
(単価×数量)
	事業経費
(税抜)
	補助対象経費
(税抜)
	対象外経費
(税抜)

	機械装置費・システム構築費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	専門家経費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	原材料費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	広告宣伝・
販売促進費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	外注費
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	(1)補助対象経費合計※５
	
	

	(2)補助金交付申請額
（1)×補助率2/3以内（千円未満切り捨て）
	
	



※事業実施にあたっては、機械装置費・システム構築費での単価50万円（税抜き）以上の設備投資を行うこと及び機械装置費・システム構築費が補助対象経費（税抜き）の２分の１を占めることを必須とする。
※機械装置費・システム構築費以外の経費は、総額で500万円（税抜き）までを補助上限額とする。


・適宜、行追加や削除して作成すること。
・一式などの曖昧な数量はなるべく避け、必要なもの・数を計上すること。
・金額は全て「税抜き」で記載すること。
・単価が100万円以上のものについては、見積書又は単価表等の写しを添付すること。

